
堺市重度障害者等住宅改修費の給付に関する要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、在宅の重度障害者（児）が住み慣れた地域で自立し、安心して生活することがで

きるよう、日常生活の基礎となる住宅の改善を促進し、及び生活の利便性を図るため、住宅改修に係

る経費を給付することについて必要な事項を定める。 

（対象者） 

第２条 この要綱により住宅改修費の給付を受けることができる者（以下「対象者」という。）は、本

市の区域内に住所を有する者（介護保険法（平成９年法律第１２３号）第９条に規定する被保険者の

うち、同法第４０条第６号の居宅介護住宅改修費の支給又は同法第５２条第６号の介護予防住宅改修

費の支給を受けることができる者を除く。）で、次の各号のいずれかに該当し、住宅及び心身の状況

により住宅改修が必要と認められるもの（６５歳以上の者にあっては、第５条に規定する給付の申請

を行う日前３月以内に介護保険法第１９条に規定する市町村の認定を受け、その結果が非該当となっ

た者に限る。）とする。 

 (1) 障害の程度が１級若しくは２級又は下肢機能障害、体幹機能障害若しくは脳原性移動障害３級の

身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第１項の身体障害者手帳（次号において

「手帳」という。）を所持している身体障害者 

 (2) 障害の程度が１級若しくは２級若しくは下肢機能障害、体幹機能障害若しくは脳原性移動障害３

級の手帳を所持している身体障害児又は重度知的障害児・者（療育手帳制度の実施について（昭和

４８年９月２７日付け児発第７２５号厚生省児童家庭局長通知）第３の１の（１）の規定に該当す

る者をいう。） 

（助成対象となる住宅改修） 

第３条 この要綱による助成の対象となる住宅改修は、対象者が居住の用に供している住宅の便所、浴

室、玄関、廊下、階段、台所、居室等の改修工事（以下単に「改修工事」という。）とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げるものは、この要綱による助成の対象としない。 

(1)  共同住宅、寄宿舎その他これらに類する多数の者の居住の用に供する住宅の共用部分に係る改

修工事 

(2)  住宅の老朽化等に伴う修理、修繕又は補修に係る改修工事 

(3)  居室の新設又は増設に係る改修工事 

(4)  前３号に掲げるもののほか、障害者の日常生活上の障害の除去又は軽減に直接効果があると認

められない工事 

 （助成対象経費） 

第４条 この要綱による給付の対象となる経費は、改修工事に要する費用とし、５００，０００円を限

度とする。 

 

（給付の申請） 



第５条 住宅改修費の給付を受けようとする者は、堺市重度障害者等住宅改修費給付申請書（様式第 1

号）に次に掲げる書類を添えて保健福祉総合センター所長に提出しなければならない。ただし、保健

福祉総合センター所長は、当該書類により証明すべき事項を公簿等によって確認することができると

きは、当該書類を省略させることができる。 

 (1) 改修箇所の図面及び改修箇所の写真 

 (2) 工事費の見積書 

 (3) 申請のあった月の属する年度分（申請日が４月から６月までの間である場合は、前年度分）の市

町村民税に係る税額に関する証明書（世帯に属する全員のもの） 

 (4) 借家の場合にあっては、改修工事に関する家主の承諾書 

(5) ６５歳以上の申請者にあっては、給付の申請を行う日前３月以内に介護保険法第１９条に規定

する市町村の認定を受け、その結果が非該当となったことが分かる書類 

２ 前項の規定による給付の申請は、同一人につき１回限りとする。ただし、保健福祉総合センター所

長が特に必要と認めた場合は、この限りではない。 

 （給付の決定及び通知） 

第６条 保健福祉総合センター所長は、前条第１項の規定による申請があった場合は、当該対象者の身

体の状況、介護の状況及び家庭の経済状況等を確認の上、調査書（様式第２号）を作成し、給付の可

否を決定するものとする。 

２ 保健福祉総合センター所長は、前項の規定により給付の決定をした場合にあっては、堺市重度障害

者等住宅改修費給付（変更）決定通知書（様式第３号）により申請者に通知するとともに、堺市重度

障害者等住宅改修費給付券（様式第４号。以下「給付券」という。）を交付するものとする。 

３ 保健福祉総合センター所長は、第１項の規定により給付をしないことを決定したときは、堺市重度

障害者等住宅改修費給付却下決定通知書（様式第５号）により申請者に通知するものとする。 

 （工事の着工及び報告） 

第７条 前条又は第１１条の規定により給付決定を受けた者（以下「給付決定者」という。）は、速や

かに改修工事を業とする者（以下「業者」という。）にその旨を説明し、改修工事について協議の上、

着工しなければならない。 

２ 給付決定者は、当該改修工事が完了したときは、速やかに次に掲げる書類を保健福祉総合センター

所長に提出しなければならない。 

(1) 堺市重度障害者等住宅改修費工事完了届（様式第６号） 

(2) 改修工事箇所の改修後の写真 

(3) 改修工事費の請求書 

（費用の負担及び給付額） 

第８条 給付金の額は、次の各号に掲げる部分に応じ、当該各号に定めるところにより算定した額の合

計額とする。 

 (1)  第４条に規定する助成対象経費のうち２００，０００円までの部分 ２００，０００円（当該

助成対象経費の金額が２００，０００円に満たない場合は、当該金額）から、当該助成対象経費に



ついて堺市障害者（児）日常生活用具給付事業実施要綱（平成１８年制定）第８条第 1 項の例によ

り算出した金額を控除した額 

 (2) 第４条に規定する助成対象経費のうち２００，０００円を超える部分 別表左欄に掲げる世帯の

所得区分に応じて同表右欄に定める額。ただし、１，０００円未満の端数が生じたときは、これを

切り捨てるものとする。 

２ 給付決定者は、給付券に添えて、第４条に規定する助成対象経費から前項に規定する給付金の額を

控除した額を直接業者に支払わなければならない。 

（支払） 

第９条 市長は、前条第２項の規定により給付券を受領した業者から所定の請求書により当該給付券に

記載した給付金の額の請求があったときは、当該請求のあった日の翌日から起算して３０日以内に当

該額を支払うものとする。 

（改修工事の変更等） 

第１０条 給付決定者は、改修工事の内容（経費の配分を含む。）の変更（保健福祉総合センター所長

が定める軽微な変更を除く。）をしようとするときは、堺市重度障害者等住宅改修費工事変更申請書

（様式第７号）に給付券を添えて保健福祉総合センター所長に提出し、その承認を得なければならな

い。 

２ 給付決定者は、改修工事の全部若しくは一部を中止し、又は廃止しようとするときは、堺市重度障

害者等住宅改修費工事中止・廃止承認申請書（様式第８号）に給付券を添えて保健福祉総合センター

所長に提出し、その承認を得なければならない。 

 （変更交付決定及び通知） 

第１１条 保健福祉総合センター所長は、前条第１項又は第２項の規定による申請があった場合は、そ

の内容を審査し、変更の可否を決定したときは、次の書類を申請者に交付するものとする。 

(1) 給付の決定をしたとき。 堺市重度障害者等住宅改修費給付（変更）決定通知書及び堺市重度障

害者等住宅改修費変更給付券（様式第９号） 

(2) 給付しないことを決定したとき。 堺市重度障害者等住宅改修費給付却下決定通知書又は堺市重

度障害者等住宅改修費工事中止・廃止承認（不承認）通知書（様式第１０号） 

 （台帳の整備） 

第１２条 保健福祉総合センター所長は、給付の状況を明確にするため、堺市重度障害者等住宅改修費

給付台帳（様式第１１号。次項において「給付台帳」という。）を作成し、記録するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、保健福祉総合センター所長は、同項の規定により給付台帳に記録すべき

事項を電子計算機に備えられたファイルに確実に記録し、並びに当該ファイルを適正に管理し、及び

利用することによって事務を支障なく行う場合は、給付台帳の作成を省略することができる。 

 （委任） 

第１３条 この要綱の施行について必要な事項は、所管部長が定める。 

 

  附 則 



（施行期日） 

１ この要綱は、平成１２年４月１日から施行する。 

 （美原町の編入に伴う経過措置） 

２ 美原町の編入の際、旧美原町住宅改修給付事業実施要綱（平成１３年美原町告示第４０号）又は旧

美原町重度障害者等住宅改造助成事業実施要綱（平成１３年美原町告示第９号）（以下これらを「旧

美原町要綱」という。）の規定により給付の申請を行っている者及び給付の決定を受けている者並び

に当該編入の日以後に美原区の区域内に住所を有する者に対する住宅改修費の給付は、その取扱いを

統一するまでの間（平成２２年３月３１日までを限度とする。）は、旧美原町要綱の例による。この

場合において、旧美原町要綱別表中「生活保護世帯」とあるのは、「生活保護世帯・中国残留邦人等

の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０号）による支援

給付を受けている世帯」とする。 

附 則 

この要綱は、平成１７年２月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成１８年１０月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２１年３月３１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２８年１月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の際、改正前の堺市重度障害者等住宅改修費の給付に関する要綱の様式に関する規

定により作成され、現に保管されている帳票については、当分の間、適宜修正の上、改正後の堺市重

度障害者等住宅改修費の給付に関する要綱の様式に関する規定による帳票とみなして使用できるも

のとする。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の際、改正前の堺市重度障害者等住宅改修費の給付に関する要綱の様式に関する規

定により作成され、現に保管されている帳票については、当分の間、適宜修正の上、改正後の堺市重

度障害者等住宅改修費の給付に関する要綱の様式に関する規定による帳票とみなして使用できるも



のとする。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の際、改正前の堺市重度障害者等住宅改修費の給付に関する要綱の様式に関する規

定により作成され、現に保管されている帳票については、当分の間、適宜修正の上、改正後の堺市重

度障害者等住宅改修費の給付に関する要綱の様式に関する規定による帳票とみなして使用できるも

のとする。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、令和２年１１月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の際、改正前の堺市重度障害者等住宅改修費の給付に関する要綱の様式に関する規

定により作成され、現に保管されている帳票については、当分の間、改正後の堺市重度障害者等住宅

改修費の給付に関する要綱の様式に関する規定による帳票とみなして使用できるものとする。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の際、改正前の堺市重度障害者等住宅改修費の給付に関する要綱の様式に関する規

定により作成され、現に保管されている帳票については、当分の間、改正後の堺市重度障害者等住宅

改修費の給付に関する要綱の様式に関する規定による帳票とみなして使用できるものとする。 



別表（第８条関係） 
 

世 帯 の 所 得 区 分 給 付 額 

生活保護世帯（単給世帯を含む） 

助成対象経費の全額 

低所得世帯 

一般世帯 助成対象経費に３分の１を乗じて得た額 

 
 備考 

  １ この表において「世帯」とは、住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）に規定する世帯を

いう。ただし、１８歳以上の障害者については、障害者本人がその属する世帯の他の世帯員（当

該障害者の配偶者を除く。）の扶養親族（地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２３条第１

項第８号に規定する扶養親族をいう。）及び被扶養者（健康保険法（大正１１年法律第７０号）、

船員保険法（昭和１４年法律第７３号）及び国家公務員共済組合法（昭和３３年法律第１２８号）

（他の法律によりこれらの法律の規定を準用する場合を含む。）並びに地方公務員等共済組合法

（昭和３７年法律第１５２号）に規定する被扶養者をいう。）に該当しない場合は、障害者本人

と当該障害者の配偶者のみとをもって世帯とする。 

２ この表において「生活保護世帯」とは、生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）による被保

護者世帯又は中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定

配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０号）の規定に基づく支援を受けている世

帯をいう。 

  ３ この表において「低所得世帯」とは、市町村民税が非課税である世帯をいう。 

４ この表において「一般世帯」とは、市町村民税が課税されている世帯をいう。 

５ 前２項において、市町村民税は、申請のあった月の属する年度分（申請日が４月から６月まで

の間である場合は、前年度分）のものをいう。 

 


